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論文　緊張PC鋼棒と鋼板で補強した両袖壁付き柱の耐震加力実験と解析
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要旨：袖壁付き柱の耐力と靭性の両方を同時に改善する補強方法として,袖壁部分を柱幅と
同じ幅になるように増し打ちし,PC鋼棒に緊張力を導入し,鋼板を圧着する方法を提案した。
増し打ちコンクリートの部分には,あと施工アンカーを利用して補強鉄筋を配筋する補強方
法もあわせて検討した。その上で,増し打ちコンクリート部分における補強筋の有無が,緊
張 PC鋼棒と鋼板で補強した両袖壁付柱に顕著な耐震補強効果を生じさせうるかどうかを,
加力実験と解析の両面から検討した。

1. 序

　山川・倉重らは,PC鋼棒に緊張力を導入した

耐震補強法に関する実験を行ってきた1)。柱に袖

壁が付随することにより , せん断スパン比が小

さくなりせん断破壊しやすい袖壁付き柱に関し

ても実験を行い ,PC鋼棒による 2種類の補強法

が有効であることを明らかにした 2)。その 1つは

柱部分のみを外帯筋状に配置したPC鋼棒で補強

する方法である。柱と袖壁の境界にPC鋼棒を貫

通させるために設けた小孔により,繰り返し加力

回数の増大とともに自動的にスリットが形成さ

れ,結果的に補強柱単独の靭性に富んだ曲げの弾

塑性挙動を示すことが確認された。

　2つめは,耐力と靭性の双方を同時に向上させ

る補強法で , 袖壁部を柱幅と同じになるように

壁長さ全体にわたって無収縮コンクリートを打

設し,その全体を鋼板で挟み,貫通させておいた

PC鋼棒に緊張力を導入し,鋼板を圧着する方法

である。すなわち,袖壁という2次壁を柱と一体

化することによって , 耐震要素化するいう積極

的な耐震補強法である。この補強法は,文献 2)に

よると期待通りの耐力と靭性の大幅な増大が確

認されたが ,PC鋼棒のパンチングシヤーによる

破断が生じた後,大きなせん断ひび割れが生じ,

耐力の低下が確認された。

本研究では,後者に示した補強法でPC鋼棒の

パンチングシヤーによる破断を防ぐためにPC鋼

棒の径を増大させ(5.4φから13φ),本数を減少(片

側袖壁 16本から 10本へ )させた上で,この耐震

性能を検討すべく加力実験を行った。また,補強

部にあと施工アンカーを利用して縦筋を , さら

にせん断補強筋をTable 2に示すように配筋する

ことにより , 高い耐力と大きな靭性が期待でき

るとの予測のもとにこれらの補強を併せて行っ

た。ただし,このように補強した両袖壁付き柱も

骨組み全体で考える場合には,接続する梁や基礎

の回転などに対しても配慮しないと , 期待した

耐力や靭性を発揮できない恐れがあることに注

意する必要がある。

2. 実験計画

　材料の力学的性質をTable 1に,試験体一覧を

Table 2に示す。試験体は袖壁が柱の中心に付い

た場合と,袖壁面が柱面と一致するように偏心し

て付いた場合についてそれぞれ2体計画した。軸

圧縮力は柱断面に対し , 長期軸力比に相当する

N/(bDσB)=0.2とした。実験は 2機のサーボアク

チュエーターで , 鉛直荷重と加力ビームの水平
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Common
details

M/(VD)=2.0,  σB : 19.5MPa,   axial compression ratio : N/(bDσB)=0.2, wall thickness=50mm,
rebar (column) : 12-D10 (pg=1.36%), hoop : 3.7φ-@105 (pw=0.08%),  reinforcement in wall : 3.7φ-@105 single
(ps=0.2%), PC bar : 13φ-@200, prestress : 250MPa, steel plate : (750× 970× 3.2mm) .

Cross section

R03WC-P200S R03WC-P200SR R03WE-P200S R03WE-P200SR
Table 2  Wing-wall column specimens

PC bar : 13φ-@200
Steel plate t=3.2

D10  3.7φ-@41  3.7φ-@41PC bar : 13φ-@200
Steel plate t=3.2

74MPa 70MPa 68MPa 72MPaAdditional concrete
cylinder strength

表題

を制御可能な加力装置を用いて , 一定軸圧縮力

下の繰り返し水平加力実験を行った。水平加力

は部材角 (R)の正負を 1サイクルとし , 部材角

0.5%から 3.0%まで 0.5%ずつ増加させ ,同一振

幅で 3サイクルずつ繰り返し , その後は部材角

4.0%,5.0%を 1サイクルずつ繰り返し加力した。

　補強工程をFig. 1に示す。鋼板は打ち込み型枠

として利用し , 水平力と直交する面は鋼板で囲

まず ,打ち放しの状態である。

　試験体の柱と袖壁の形状及び配筋状況は全試

験体共通で,その詳細を補強状況と共にFig. 2に

示す。柱のせん断補強筋はφ3.7mmの丸鋼 (間隔

1 0 5 m m  :  p w= 0 . 0 8 % ) を配筋し , 主筋は 1 2 -

D10(pg=1.36%)であり,単独柱としてはせん断ス

パン比が 2.0に相当し,帯筋比が 0.08%と少ない

ために容易にせん断破壊を起こすと予想される

柱である (Fig. 5参照 )。袖壁の水平長さは柱せい

と同じ 250mm,袖壁の厚さは50mmとした。補強

筋には縦・横筋共に φ3.7mmの丸鋼を (間隔：

105mm, ps=0.2%)配筋しており,耐震壁の最小補

強筋比の 0.25%を縦・横筋共に満足していない。

袖壁部分にPC鋼棒を通すための小孔 (φ23)を ,そ

れぞれ1列5ヶ所ずつ片側2列の計20ヶ所設けた。

アンカー筋には柱の主筋と同じD10を使用し ,せ

ん断補強筋も柱の帯筋で使用した 3.7φと同じで

ある。アンカー筋を上下スタブに100mm慣入し,

樹脂カプセルアンカーを用いて定着を図った。鋼

板 (750×970×3.2mm)は軸圧縮力を直接負担し

ないように,鋼板と上下スタブの境界に15mmの

隙間を設け,両面から単に挟んだのみである。増

し打ち部には4週強度68-74MPaの無収縮コンク
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Fig. 2  Details of the specimen
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Table 1 Properties of reinforcement

Rebar
Hoop

PC bar
Steel plate

D10
3.7φ
13φ

t=3.2

71 365 0.20 183
11 391 0.19 205

132 1220 0.61 200
276 0.14 208

a
(mm2)

fy
(MPa)

εy
(%)

Es
(GPa)

Notes : a=cross section area, fy=yield strength of steel,
           εy=yield strain of steel, Es=Young�s modulus of elasticity.

2400

10
0

10
0
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リートを充填した。鋼板を圧着する PC鋼棒は,

断面積の総和が鋼板の水平せん断断面積より大

きくなるようにφ13mmを20本使用し,増し打ち

部のコンクリートの硬化後 ,PC鋼棒に導入した

緊張応力は降伏点強度の 1 / 6 強に相当する

250MPaであり,全試験体共通である。

3. 実験結果と考察

　実験終了後 , 鋼板を取り除いて観察されたひ

び割れ図を変形した状態でFig. 3に示し,参考ま

で増し打ちしたコンクリート部に補強した補強

筋（縦筋）のひずみ測定結果を,部材角との関係

でFig. 4に示す。Fig. 4によると,補強筋（縦筋）

のひずみが小さく,補強筋として曲げ強度に有効

に寄与していないことがわかる。文献 2）より,

増し打ち補強する前の袖壁付き柱試験体の V-R

曲線を,参考まで Fig. 5に示す。図中の破線は,

せん断スパン比2.0の単独柱曲げ強度略算値を示

している。Fig. 6にせん断力Vと部材角 R,柱材

軸上の平均伸縮ひずみ εvと部材角 Rの関係を示

す。εvは既存柱の材軸端に隣接した上下スタブ

にピンで接合し , 上下両端ピン間の伸縮変位量

を常に柱の材軸と平行になるような平行装置を

利用し,変位計で測定した。その伸縮変位量を既

存柱材長で除して求めた値の平均が伸縮ひずみ

εvである。Fig. 5と Fig. 6を比較すれば,増し打

ちコンクリートの補強効果は顕著である。
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Fig. 6 Measured V-R and εεεεεv-R relationships
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Test  result

　袖壁が柱中心に付き , 増し打ち部に補強筋を

配筋していない試験体R03WC-P200Sでは,部材

角 0.5%時に柱主筋が降伏し,上下スタブと試験

区間上下端部の境界に隙間(貫通した水平ひび割

れ )が生じた。部材角1.0%で最大耐力を記録し,

以降安定した曲げ挙動を示した。次に前述の試験

体の増し打ち部分に補強筋を配筋した試験体

R03WC-P200SRでは ,部材角 0.5%の加力時,上

下スタブと試験区間の境界に隙間(水平ひび割れ

)が発生し,柱主筋の降伏も確認された。前述の

試験体と同様に , 部材角の増加と共に上下スタ

ブと試験区間との境界に徐々に隙間が拡がり ,

部材角 3.0%付近で増し打ち部分に配筋した,あ

と施工アンカーがスタブより引き抜かれる現象

が顕著になってきた。これは,アンカーの定着長

さが充分ではなかったためと考えられる。

　袖壁が偏心して付き , 増し打ち部分に補強筋

を配筋していない試験体R03WE-P200Sでは,部

材角0.5%で柱主筋が降伏し,部材角1.0%付近で

最大耐力を示した。部材角が増加しても耐力の

低下は確認されず,安定した挙動を示したが,最

大耐力は袖壁が中心に付いた試験体より低い値

を示した。次に増し打ち部分に補強筋を配筋し

た試験体R03WE-P200SRでは,部材角1.0%付近

で最大耐力を記録した。部材角 3.0%付近から若

干の耐力低下も見られたが , 安定した挙動を示

し部材角 5.0%まで加力した。WEシリーズの中

でも試験体 R03WE-P200SRは R03WE-P200Sよ

り耐力が大きく , 補強部に配筋した補強筋効果

が若干表れている。しかし,この試験体でもWC

シリーズと同様に , 変形が進むと補強部に施工

したアンカーの引き抜きが見られた。

４．解析的検討

実験は袖壁が柱中心に付いたWCシリーズと,

袖壁が柱に偏心して付いたWEシリーズに関し

て行ったが,簡便な耐力計算法ではその差異を計

算することはできないので,WCシリーズを中心

に増し打ちコンクリート部の補強筋の有無につ

いて,2種類の計算結果を示す。コンクリートの

強度は増し打ちコンクリート強度を無視して ,

袖壁付き柱試験体のコンクリートシリンダー強

度 19.5MPa（Table 2参照）を,増し打ちしたコ

ンクリートを含めた長方形断面 (250× 750mm)

に一様に採用した。

このコンクリート強度を用いて ,Mander式 4)

で計算したコンファインドコンクリート(増し打

ち部コンクリートを含めて全体を鋼板で両面か

ら挟み ,PC鋼棒で緊張している )と , アンコン

ファインドコンクリートの構成則を Fig. 7に示

す。鉄筋に関しては,座屈を無視した文献 5)の構

成則を同じFig. 7に示す。これらの構成則を用い

て , ファイバーモデルによる正負繰り返し計算

Fig. 8 Calculated V-R and εεεεεv-R by fiber model
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を行い,V-R曲線とεv-R曲線に関する計算結果を

Fig. 8に示す。ただし,これらの増し打ちした試

験体では , 補強筋の有無にかかわらず軸力比

(0.2/3=0.067)が小さい上に , 圧縮側コンクリー

トに余裕があるので , 釣り合い軸力比以下にな

る (Fig. 10参照 )。したがって ,増し打ちした試

験体の曲げ耐力は鉄筋で支配されることになる

ので,コンクリートの構成則はFig. 7のいずれの

構成則を利用してもほとんど同じ計算結果を得

る。この中でコンクリート増し打ち部に補強筋

がない場合の計算結果は ,Fig. 6に示す試験体

R03WC-P200Sの実験結果とほぼ同じである。こ

のことは,Fig. 9に示すエネルギー吸収量の比較

においても同様に言える。

増し打ちコンクリート部に補強筋が配筋され

た R03WC-P200SRでは,その分だけ曲げ耐力が

増大し ,V-R曲線も少し紡錘形になり , エネル

ギー吸収量も計算では増加する。しかし,実験で

は F i g s . 6 , 9 に示すように R 0 3 W C - P 2 0 0 S と

R03WC-P200SRでは ,補強筋の有無に差異があ

るにもかかわらず曲げ耐力や履歴曲線性状も ,

エネルギー吸収量もほとんどかわらない。これ

は前述したように , 引っ張り側 (あと施工アン

カー部)でコンクリート増し打ち部の補強筋に定

着部の,引き抜き現象が生じたためである。なお,

計算では補強筋が上下スタブに完全に定着されて

いるものと仮定している。

単調載荷用の曲げ強度はコンクリートと鉄筋

の単純累加強度計算法 2),ACIのストレスブロッ

クを用いた計算法 6), さらにファイバーモデル 7)

で計算する。ここでのファイバーモデルは

,Mander式4)による単調載荷のアンコンファイン

ドコンクリートの構成則と , 鉄筋に関する完全

弾塑性を仮定して計算した7)。せん断強度は増し

打ちしてできた上記の長方形断面に,AIJ靭性指

針式
3)
のアーチ理論を適用する。ただし,増し打

ちした試験体に両面から挟んだ鋼板がPC鋼棒で

コンクリート壁面に圧着されているので , 増し

打ちしたコンクリートは既存の両袖壁付柱と一

体となり , アーチ機構に寄与するものと仮定す

る。したがって,250×750mmの一体となった長

方形断面を有し,高さ1000mmの壁柱として取り

扱う。既存柱のトラス機構は無視する。これらの

計算式は文献 2)を参照されたい。これらの計算

結果をN-V曲線に,実験結果とともに Fig. 10の

ように整理する。ただし,横軸は曲げ強度に代っ

て,曲げ強度と等価なせん断強度で表示する。

実験結果はいずれも増し打ちしたコンクリー

トのみと , さらに補強筋を配筋した場合につい

ての計算結果の間に入っている。ただし,このこ

とは ACIの方法とファイバーモデルで計算した

場合に限定される。単純累加強度計算では,実験

値がいずれも増し打ちしたコンクリートに補強

筋を配筋した計算結果を上回っている。小さい

軸力比レベル (この場合0.067)では,単純累加強

度による計算値は常に過小評価の傾向が強い。

これは,中立軸が圧縮側にかなり偏在し ,軸力が

たとえ零でも引っ張り鉄筋と釣り合う圧縮応力

がコンクリートに生じ , 圧縮側コンクリートが

Fig.  10  Comparisons of test  and calculated results
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